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商店街活動におけるPDCAサイクル活用事業 実施状況
 中小企業庁商業課では、平成26年度から「商店街活動におけるPDCAサイクル活用事業」を実
施（委託先：株式会社三菱総合研究所）。

 平成26年度はPDCAサイクルの在り方の検討を行い、平成27年度にはPDCAサイクル運用のた
めのマニュアルを作成。平成28年度は、全国の3商店街において実証事業を展開している。

＜平成26年度＞
商店街活動におけるPDCAサイクルの在り方を検討

＜平成27年度＞
PDCAサイクル運用のためのマニュアルを作成

 自治体、周辺住民など、商店街活動に関わる多様な主体を巻き込む
 計画(Ｐ)・評価検証(Ｃ)に重点を置く
 ＰＤＣＡサイクルを見える化する＝運用シートの作成

＜運用マニュアル目次＞
１章：これからの商店街の将来像を考える目的・意義
２章：ＰＤＣＡサイクルの基礎
３章：ＰＤＣＡサイクルの運用方法とポイント



家計消費額の都市間比較

表：年間家計消費支出額上位１０都市（対象：都道府県庁所在市、政令指定都市）

（資料）総務省統計局「家計調査」より作成
※オレンジ色の都市は１都３県（埼玉県、神奈川県、千葉県）に所在する都市を示している。

※家計調査は毎月、全国約9,000世帯を対象に家計の収支状況などについて調査を実施している。
※本表は家計調査を基に独自に作成しているが、三浦展『ファスト風土化する日本』（洋泉社、2004年）を参考に作成・分
析している。

昭和６０年
（１９８５年）

平成２年
（１９９０年）

平成７年
（１９９５年）

平成１２年
（２０００年）

平成１７年
（２００５年）

平成２２年
（２０１０年）

平成２７年
（２０１５年）

1 横浜市 横浜市 浦和市 富山市 富山市 宇都宮市 奈良市
2 東京都区部 浦和市 長野市 福島市 奈良市 金沢市 東京都区部
3 浦和市 東京都区部 金沢市 浦和市 岡山市 奈良市 長野市
4 岐阜市 川崎市 横浜市 金沢市 さいたま市 東京都区部 福島市
5 山形市 千葉市 東京都区部 横浜市 宇都宮市 岐阜市 津市
6 広島市 水戸市 奈良市 山形市 横浜市 高松市 高松市
7 大津市 金沢市 宇都宮市 東京都区部 川崎市 富山市 金沢市
8 甲府市 山形市 富山市 新潟市 東京都区部 鹿児島市 宇都宮市
9 名古屋市 大津市 新潟市 山口市 山形市 水戸市 水戸市
10 神戸市 甲府市 岡山市 広島市 金沢市 岡山市 横浜市
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 家計調査を基に、都市ごとの１世帯当たり年間家計消費支出額について、５年ごとに過去３０年
の上位１０都市を抽出。

 平成７年までは首都圏１都３県が上位に集中しているが、年を経るごとに地方都市が上位を占め
る傾向にあり、地方においても首都圏並みの消費が行われるようになっている。



消費支出額
（日本政策投資銀行「人口減少問題研究会 最終報告書」（2014年6月）より）

○世帯主の年齢階層別１人あたり１ヶ月の消費支出を、総務省「全国消費実態調査（2009年度）」より算出。
○65～69歳、60～64歳の高齢者層における支出額が、他の年齢層に比べ高額。

（図表１）（図表）世帯主の年齢階層別１人あたり１ヶ月の支出額（2009年、総世帯）
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（単位：円）



消費支出額の見通し
（日本政策投資銀行「人口減少問題研究会 最終報告書」（2014年6月）より）

○世帯主の年齢階層別１人あたりの消費支出額に、年齢階層別の将来推計人口を乗じて各支出項目の将来
支出額を算出。
○2040年における消費支出額推計は、将来人口予測（▲16.2%減）に比べ、▲10%減にとどまる。（2010年比）
（※）総人口：1億2,806万人（2010年）→ 1億 728万人（2040年）（▲16.2%減）

消費支出額：100（2010年） → 90（2040年）

（図表）消費支出項目別の支出額推計（2010年＝100とした指数） ゼロ成長と平均消費性向不変を仮定
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商店街におけるPDCAサイクル活用の必要性
 商店街では、ソフト事業では祭り・イベントの実施、ハード事業ではアーケード整備など、様々な事
業を実施している。

 しかし、事業実施時・実施後の効果の検証を行っている商店街は、約1/3に留まる。
 また、ビジョンや目標を持つ商店街のほうが、成果に結びついている指標が多い。

資料：中小企業庁委託「今後の商店街施策に関する調査報告書」（平成26年3月）

事業実施後に成果のあった指標

(n=316)

＜実施時・実施後の評価取組の有無別＞
＜商店街の状況や消費者ニーズ等実態を
踏まえた事業計画作成の有無別＞

＜長期的なビジョンや将来計画の有無別＞

事業実施時・実施後の効果検証
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